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米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル 質疑回答書（参加表明以外に関する質疑） 

 

１ 実施要領に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 2 ページ 

2（7） 

履行期間の目安で、設計業務完了後に施工業務となっ

ておりますが、平成 30 年 9 月の設計施工契約締結後、

設計業務期間中に仮設工事及び準備工事、先行発注を行

えることで宜しいでしょうか。 

設計業務期間中に仮設工事等を行うことは、設計・施

工一括発注方式のメリットであり、問題ありません。た

だし、設計内容について、段階ごとに議会報告や市民周

知を行い、理解を得ながら進めることが重要だと考えま

すので、本市と協議の上、手戻りのないように仮設工事

や準備工事等を行ってください。なお、契約後すぐに全

体の工程について協議したいと考えています。 

2 4 ページ 

4（3）イ 

「イ 監理業務に係る要件」として、一級建築士事務

所登録や監理業務の元請としての履行実績が挙げられ

ておりますが、監理業務実績に対する評価項目・評価基

準はないのでしょうか？ 

技術提案評価基準書の別表１実績審査の項目におい

ては、監理業務に関する配点はありません。ただし、別

表２技術審査の業務実施体制において優れた技術者を

配置する提案は、各審査会委員の判断により加点の可能

性があると考えます。 

（「参加表明に関する質疑」 １ 実施要領に関する質

問 №5回答にも同旨あり） 

3 10 ページ 

11（1） 

対話を行わないＶＥ項目の採用は認めませんとあり

ますが、ＶＥ提案締切後に発想した「コストを上げずに

機能を向上させる手段」や「コストの上昇を伴う提案」

は、対話を行わなくともご承認いただけませんでしょう

か。 

質問にある内容は、必ずしもＶＥ対話を経て提案する

ことが必須ではないと考えますので、技術提案時に提案

することも可とします。この場合、様式 7-5、7-6 は例

外として追加提出可能とします。ただし、技術提案書の

提出期限から一次審査までの日数が短いため、十分な精

査ができない可能性もありますので、できる限りＶＥ対

話を行ってください。 

なお、本プロポーザルにおけるＶＥ対話の目的のひと

つとして、提案内容が要求水準書を満たしているかを確
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認することがありますので、「機能を低下させずにコス

トを低減できる手段」は、必ずＶＥ対話を行ってくださ

い。 

4 10 ページ 

11（3） 

対話の実施日等で対話は提案者と事務局の対面形式

で行うとありますが、提案の採否は事務局で行うものと

考えてよろしいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

5 10 ページ 

11（4） 

対話結果の通知及び公開で事務局が全ての参加者に

開示すべきと判断した項目は、提案者の承諾を得た上

で、参加者全員に対して通知しますとありますが、「全

ての参加者に開示すべき」という判断基準をお教え願い

ます。また、「提案者の承諾を得た上で」とありますが、

公開を拒否することは可能でしょうか。 

要求水準書の内容は満たすが、基本計画図の内容に比

して明らかにグレードが低下すると認められる提案に

ついては、他の参加者に不公平とならないよう提案内容

を全参加者に開示する予定です。この場合、公開の拒否

はできませんが、提案の取下げは可能とします。 

6 13 ページ 

12 オ⑧※1 

地域経済への貢献について、米沢市内に本店を有する

企業だけが該当するのでしょうか。米沢市内に営業所が

有する企業は該当しないのでしょうか。 

①下請け発注金額について 

支店及び営業所については、本市の競争入札参加登録

簿に登録がある事業者（下記ＵＲＬの米沢市内の登録簿

参照）のみを対象とします。本店については、登録簿へ

の登録の有無に関わらず対象とします。 

http://www.city.yonezawa.yamagata.jp/2056.html 

なお、施工体制台帳や下請けの請負契約書、領収書等

で実績を確認します。 

②資材購入費について 

支店、営業所も対象としますが、領収者が米沢市内の

住所となっている領収書で実績を確認しますのでご注

意ください。 

7 ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ資料 

基本設計図 

基本設計図については、参考ととらえ、各社、全体計

画を含めて、自由に提案して宜しいでしょうか。 

また、意匠・構造・電気・設備計画を提案する場合、

質問の「基本設計図」とは、「基本計画図」のことを

指しているものとして回答します。 

前段については、基本計画図表紙の位置づけに記載の

http://www.city.yonezawa.yamagata.jp/2056.html
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VE項目対話申請書に反映させて宜しいでしょうか。 とおり、「参加者には積極的に創意工夫を発揮して自由

な計画提案を求める」ものです。ただし、市民意見等を

踏まえて策定した基本計画の内容を尊重してください。 

後段については、お見込みのとおりです。特に、要求

水準書や基本計画図に示す機能等を満たしているかに

ついて疑問がある場合は、ＶＥ項目対話の申込みを行っ

てください。 

8 同上 プレゼンテーションの際に、当社提案図面を説明資料

として用いてもよろしいでしょうか。 

図面を用いてプレゼンテーションを行うことは問題

ありません。ただし、技術提案書に記載のない新たな内

容の資料を提示することはできません（実施要領 15 ペ

ージ 13（3）エ①）ので、あらかじめ技術提案書に記載

する必要があります。 

 

２ 様式に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 様式 5 特定建設

工事共同企業体協

定書（案） 

特定建設工事共同企業体協定書の内容について、今

後協議をお願いできませんでしょうか。 

参加表明に関する質疑回答の２様式に関する質問№9

の回答を参照ください。 

2 様式 6-2 ＶＥ項

目一覧、 

様式 6-3 ＶＥ項

目添付資料 

ＶＥ提案については全ての項目に補足説明資料添付

するのではなく、具体的な内容がイメージしにくいも

のについて資料添付を行うとしてよろしいでしょう

か。 

ＶＥ項目一覧表の「タイトル」「提案の概要」で内容

が十分に判断できるものについては、資料の添付は不要

です。 

3 様式 6-2 ＶＥ項

目一覧、 

様式 6-3 ＶＥ項

目添付資料 

補足説明資料について、申請時に添付がない場合、

対話までに準備させていただくことも可能と考えてよ

ろしいでしょうか。 

原則として申請時に添付してください。申請時の添付

が困難な場合は、対話までに準備することも可とします

が、その場合、初見でも十分に内容が分かる資料として

ください。また、内容により結果の通知が遅れる場合も

あります。 
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なお、追加で準備した資料は、実施要領に記載された

部数と電子データ（CD-R）を対話時にご持参ください。 

 

３ 技術提案評価基準書に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 3ページ 

別表１ 

評価項目として、現場代理人と監理技術者が同一人物

での申請でも宜しいでしょうか？ 

現場代理人と監理技術者の兼任は認めていません。 

（要求基準書 P27「4.業務実施に係る要求水準（1）

共通事項 ウ．実施体制」参照） 

2 3ページ 

別表１、 

5ページ 

別表 3 

統括代理人と現場代理人、監理技術者と施工主任担当

者は兼任した場合、実績審査やプレゼンテーション審査

の配点はどのようになりますでしょうか。 

兼任する場合においても、兼務する両業務を適正に遂

行できるものと考え、実績審査における客観評価点の増

減は行わないこととしています。 

ただし、技術審査やプレゼンテーション審査における

審査会委員の主観評価により加点又は減点される可能

性はあると考えますので、兼任する理由やメリット、デ

メリット及びその対策などを説明してください。 

 

４ 要求水準書に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 7ページ 

2（1）オ 

「オ．汚染土壌、地下埋設物等」に汚染土壌の調査及

び処理に関する事が記載されておりません。土壌汚染対

策法の届出や事前調査方法を含め、こちら側での対応が

必要でしょうか。 

また、対応が必要となった場合の対応方法をご指示願

います。 

事前調査を含めて手続きは必要です。処理が必要な場

合は費用を含め別途協議とします。 

2 7ページ 

2（1）オ 

オ．土壌汚染、地下埋設物等にて添付資料 2に記すも

の以外の地下埋設物について存在した場合は受注者が

原則撤去するものとするとありますが、その対策及び工

お見込みのとおりです。 
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期遅れなどにて発生した費用は別途協議いただけるも

のと考えて宜しいでしょうか。 

3 8ページ 

2（2）ア 

表中ｂ.Ｂ棟・消防庁舎等への配線・配管等工事は、

基本計画図Ｅ04の幹線、自火報、放送と思われますが、

新庁舎を経由している理由をお教え願います。 

Ｂ棟は、用途上不可分であり、同一敷地内の建物とな

るため、新庁舎からの接続となります。消防庁舎は、確

認申請上は別敷地のため電力・通信とも別引込みとなっ

ています。図中の H.Hの接続は予備配管です。 

また、Ｂ棟への自火報・放送・TEL・LAN 等と、消防

庁舎への TEL・LAN・防災関係機器の配線等、相互連絡

用の接続が必要なため、配管が必要となります。 

4 8ページ 

2（2）ア 

表中ｆ.外構工事Ｂはどの範囲をどのような整備を行

うものと考えればよろしいでしょうか。 

表中に表記のとおり、消防庁舎等敷地を含み、新庁舎

工事区域外の駐車場整備を主とした外構整備工事です。

基本計画図 A36の「工事エリア」以外を指します。 

5 8ページ 

2（2）ア 

(2)整備対象施設概要 ア.対象業務のうち e外構整備

Ａ(新庁舎工事区域)とｆ.外構工事Ｂ(新庁舎工事区域

外)ついて、工事エリア区分として外構工事の工事区分

が不明確な部分(工事区域内外の取合い部分など)がご

ざいます。配置図等にて明確な工事区分をご提示いただ

けないでしょうか。宜しくお願いいたします。 

№4の回答とおりです。 

6 8ページ 

2（2）ア 

(2)整備対象施設概要 ア.対象業務のうちｇ解体・除

去工事Ａ(新庁舎整備に伴う既存施設)とｈ.解体・除去

工事Ｂ(現庁舎その他の解体・除去工事)について、既存

外構舗装撤去等の工事区分が不明確な部分(工事区域内

外の取合い部分など)がございます。配置図等にて明確

な工事区分をご提示いただけないでしょうか。宜しくお

願いいたします。 

基本計画図 A37の「工事エリア」及び南側敷地境界沿

いのヒマラヤ杉 10 本の伐採・抜根がｇ解体・除去工事

Ａを示し、それ以外がｈ.解体・除去工事Ｂを指します。 

7 8ページ 

2（2）ア 

解体・除却工事の設計にあたり、既存建物の工事内訳

書・数量書等はありますでしょうか。 

現庁舎の解体・除却に関しては、建設時のものがあり

ますので、設計時に貸与します。 



 

6/20 

8 11ページ 

3（2）オ 

ｵ.ｾｷｭﾘﾃｨ計画に「ｴﾝﾄﾗﾝｽやｻｰﾊﾞｰ室には機械警備

を・・・必要な配管等を設置すること」の記載がありま

すが、同要求水準書(5)電気設備計画には機械警備配管

の記載がなく、また、03 基本設計図(E.電気設備計画)

にも記載が見当たりません。機械警備配管設備も別途と

考えて宜しいでしょうか。 

要求水準書のとおり配管設備や電源を本工事にて設

置してください。 

9 12ページ 

3（2）キ 

キ.防災・災害対策計画 敷地の地下水位が高いよう

ですが、基礎躯体施工の際の湧水くみ上げ処理する場合

は、無償にて雨水側溝への放流が可能と考えて宜しいで

しょうか。有償となる場合はその費用算出の根拠となる

料金等を御指示願います。 

無償で側溝等へ放流可能ですが、事前に放流する側溝

等の管理者と協議した上で、放流の場所及び方法を決定

してください。敷地南側の側溝は山形県置賜総合支庁道

路計画課、西側の水路は本市上下水道部下水道課が管理

者となります。 

10 13ページ 

3（2）ケ 

ｹ.福祉計画に「聴覚障がいのある人にも災害時の・・・

ﾄｲﾚ内等に緊急ｻｲﾝ(点滅灯等)を設置すること」とありま

すが、その他の資料に記載が見当たりません。どのよう

なｼｽﾃﾑでしょうか。工事区分も含めご教示ください。 

「フラッシュライト付き文字表示装置」を本工事にて

設置してください。 

11 13ページ 

3（2）コ 

CASBEE Sランクを目指すとは、必ずしもそこまでの

仕様に達していなくても、良いという意味で捉えてよろ

しいでしょうか。 

Ａランクに該当することを必須とした上で、極力Ｓラ

ンクを目指してください。 

12 14ページ 

3（2）シｂ 

ｼ.外構計画 b.に「ﾒｲﾝｴﾝﾄﾗﾝｽ、ｻﾌﾞｴﾝﾄﾗﾝｽ、・・・融雪

装置を設置すること」の記載がありますが、04 基本計

画図(M.機械設備計画)M02機械設備概要書及び M30井水

熱利用ﾌﾛｰ図ではｻﾌﾞｴﾝﾄﾗﾝｽ外部の融雪の記載が見当た

りません。また、01基本計画図(A.建築計画)A14 1階平

面計画図では当該部分がｳｯﾄﾞﾃﾞｯｷとなっておりますの

で、ｻﾌﾞｴﾝﾄﾗﾝｽ部分外部の融雪設備は不要と考えて宜し

いでしょうか。 

基本計画図における融雪の範囲は M30 のとおりであ

り、北側サブエントランスや北側職員通用口付近は含ん

でいますが、南側サブエントランス付近は含んでいませ

んので、これに基づき計画してください。 

なお、エントランスの配置場所の増設、変更を含め、

融雪設備の設置範囲の拡大は提案によるものとします。 

13 15ページ ヒマラヤスギ 10 本は、仮に施設計画上支障が無い場 伐採を前提として計画してください。 
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3（2）シｆ 合も伐採しなければならないでしょうか。 

14 18ページ 

3（3）イｃ 

トイレに設置する有機 EL 照明付き洗面鏡は支給品と

考えて宜しいですか。 

本工事に含むものとしてください。 

なお、以下の設備を参考とした有機 EL 照明付き洗面

鏡を想定しています。 

【参考一例】 

道の駅米沢のパウダールームに設置した鏡台照明 

メーカー名：タカハタ電子 

ＴＥＬ：0238-36-0099 

15 18ページ 

3（3）イｄ 

議場と委員会室は移動間仕切りを開放し一体化する

とありますが、大人数での会議の具体的イメージ（使用

例、使用頻度）をお示し下さい。 

議場としてのしつらえ・デザイン性を確保しながら、

間仕切りの遮音性も確保し、開閉のしやすさにも配慮す

るとなると、大掛かりな仕掛けが必要で、建設コストの

上昇につながります。 

また、基本計画図のように柱が残る場合は一体化して

も事実上大会議室とはならないように思われます。 

（前段）大人数での会議としては、予算委員会、市政協

議会、全員協議会などがあり、開催日数は合わせて年

30回程度です。最大の出席人数は約 110名で、内訳は、

議員 24席、当局側発言者（部課長級）50席程度は原則

として机が必要で、待機者（課長補佐級）40 席程度は

椅子席となります。 

（中段）本会議（議場だけでの会議）開催中に委員会室

を控室以外の用途で使用することはないため、議場に見

合った間仕切りであれば必ずしも遮音性は求めません。 

（後段）柱の無い空間として利用できるような提案を期

待します。しかし、構造や費用面から柱を無くすことが

難しい場合は、議員 24席と当局側発言者 50席程度が議

場内に入るレイアウトが望ましいと考えています。 

16 18ページ 

3（3）イｄ 

ｲ.各室の要求水準 d.に「議場･委員会室には、予鈴･

本鈴のためのﾌﾞｻﾞｰを設置すること」と記載されており

ます。同要求水準書(5)電気設備計画及び 03基本設計図

(E.電気設備計画)には記載が見当たりませんが、予鈴･

本鈴ﾌﾞｻﾞｰ設備は全て本工事に含むと考えて宜しいでし

ょうか。 

お見込みのとおりです。 

なお、現状では議会フロアの通路にブザー(音量調整

機能なし)を設置しており、室内にも聞こえる音量とな

っています。新庁舎でも同様に、議会フロアのどこにい

てもブザーが聞こえるよう計画してください。 
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17 18ページ 

3（3）イｄ 

ｲ.各室の要求水準 d.に「議会のﾌﾛｱ配線ﾎﾞｯｸｽか

ら・・・までの LAN 配線及び情報ｺﾝｾﾝﾝﾄの設置を行うこ

と」とありますが、添付資料 08_工事区分表及び 03 基

本設計図(E.電気設備計画)E01 電気設備計画概要書

9)LAN 配管設備では配線工事は別途工事となっており

ます。配管工事のみ本工事と考えて宜しいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

18 18ページ 

3（3）イｄ 

ｲ.各室の要求水準 d.に「市議会議員の出退表示器を

設置すること」と記載されております。同要求水準書(5)

電気設備計画及び 03基本設計図(E.電気設備計画)には

記載が見当たりませんが、出退表示設備は全て本工事に

含むと考えて宜しいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

19 21ページ 

3（4）ウ 

ｳ.免震構造で、「固有周期 5 秒以上の長周期化を目指

す」とありますが、当敷地は地表面近くまで砂礫層が堆

積する良好な地盤であるので、「告示波およびサイト波

の卓越周期状況を適切に考慮のうえ、5秒未満も許容さ

れる」と考えてよろしいでしょうか。 

提案書の公平性を担保するため、提案時は要求水準書

のとおり、固有周期 5秒以上の長周期化を達成する計画

としてください。その上で、基本設計時に費用面を考慮

して 5秒未満を許容するか協議することとします。 

20 21ページ 

3（4）ウ 

免震構造を採用するにあたり、地震の影響を把握する

ためのけがき板や被災度判定システム等について、設置

の必要があるでしょうか。 

けがき板は設置し、被災度判定システムは不要としま

す。 

21 22ページ 

3（5）イ 

ｲ.電灯設備に「ｻｰﾊﾞｰ室の分電盤は専用盤として設置

し・・・」とありますが、専用盤と統合 UPS(分電盤付

き)の繋がり(上流/下流)が不明です。専用盤の 2次側に

統合 UPSを取付けると考えて宜しいでしょうか。 

また、ｻｰﾊﾞｰ負荷 50kVA(単線結線図 E24)の容量仕分け

のため、統合 UPS(分電盤付き)の容量を参考までにご教

示ください。 

お見込みのとおりです。 

専用盤の 2 次側に統合 UPS(大型 UPS)の設置(専用盤

(建屋側準備) ～ 大型 UPS(UPS 分電盤) ～ サーバラッ

ク)で検討しています。 

あくまで、現時点で検討している内容において、サー

バー負荷(大型UPS負荷容量)のみで50KVAで試算してい

ます（大型 UPSの仕様については、変更する場合があり

ます。）。その他機器(エアコン、照明、一般事務機器等)



 

9/20 

は含んでいません。 

22 22ページ 

3（5）ウ 

ｳ.幹線･動力設備に「各系統別に消費電力量を把握で

きるようにすること」の記載がありますが、03 基本設

計図(E.電気設備計画)E01 電気設備計画概要書 6)電灯ｺ

ﾝｾﾝﾄ設備では、「各電灯盤毎に電力量計を設置し」とあ

り、5)動力設備には記載がありません。電力量計は要求

水準書に基づき、配電系統ごとに配電盤に取付けると考

えて宜しいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

23 23ページ 

3（5）ク、 

基本計画図 

E01 19） 

主要機器、重要機器に対して内部雷保護対策を講じる

こととありますが、主要機器、重要機器の範囲が不明な

ため対象範囲についてご教示願います。 

ご質問の対象機器ですが、各担当者 PC、各課所有サ

ーバー、情報システム機器、危機管理システム機器、PBX、

MDF、情報線を想定しています。 

なお、情報線に設置する SPDについては別途工事で行

いますが、SPD設置に必要な接地線の設置については本

工事で行ってください。接地線が必要な個所は、情報シ

ステム機器、危機管理システム機器、PBX、MDF を設置

する室、並びに各フロアに設置する端子盤・中継ラック

です。 

24 23ページ 

3（5）ケ 

別途工事にて設計の中継サーバーからの騒音が執務

環境に影響しないような・・・とありますが、どの程度

の騒音が発生するものと考えればよろしいでしょうか。 

１台当たりの NW機器の騒音は、70デシベル程度であ

り、モーター（ファン）が駆動する甲高い音です。これ

が中継ラック１架当たり複数台搭載される予定です。 

25 24ページ 

3（5）サ 

ｻ.情報表示設備に「設備の設置は本市が実施する」と

ありますが、添付資料 08_工事区分表及び 03 基本設計

図(E.電気設備計画)に記載が見当たりません。配管配線

工事も別途工事と考えて宜しいでしょうか。 

配管工事を本工事に含む場合はシステム構成等詳細

をご指示ください。 

現庁舎に設置している受付番号処理システム（窓口呼

び出し装置）と案内情報設備を移設して使用できるよう

に配管や電源等を本工事で見込んでください。 

各設備等の図面は、下記「８ 電子データによる提供

資料（追加）」を参照してください。 

26 27ページ 計画上防火区画を無理なく計画できると判断する場 計画の妥当性を確認するためＶＥ提案をお願いしま
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3（6）コ、 

基本計画図 

合は、スプリンクラー設備は設置しなくても宜しいです

か。 

す。 

27 27ページ 

3（7）、 

敷地計画図 

エレベーターは屋上階まで接続する必要性はありま

すか。 

また、エレベーターを来庁者と業務用兼用とし、台数

を削減することは可能ですか。（3台⇒2台） 

屋上階に設置する機器等のメンテナンスを考慮し、1

台は屋上階まで接続する計画としてください。 

台数については、3 台を設置する計画としてくださ

い。その上で、基本設計時に費用面を考慮して台数を減

少するか協議することとします。 

28 30ページ 

4（2）オａ 

 

家具・備品の転活用、新規購入の仕分けについての調

査も設計業務に含むとありますが、ある程度は市もしく

は CM 業務請負者にて下調べが済んだものを引き継ぐと

考えて宜しいですか。 

通常は設計に含まれない業務であるため、大まかな作

業量をお示し下さい。 

転活用する家具の方針は検討済みですが、その家具が

実際に転活用可能かを調査する業務です。 

現在転活用を予定している家具 

・執務室の椅子 

・執務室の 3段又は 4段キャビネット 

・部課長机 

・会議室のテーブルと椅子 

・二役エリアの家具 等 

29 30ページ 

4（2）オｂ、 

43ページ 

5（5）ア、 

添付資料 3、 

添付資料 8、 

基本計画図 

A03～A09、E02 

AV 設備概要にあります、天吊りプロジェクター・ス

クリーンの設置は、市が別途調達と記載、諸元表 E02,AV

欄にある通り別途工事と考え、補強と壁内配管ルート確

保のみを本工事と考えてよろしいでしょうか。 

区分については、添付資料 8の工事区分表より、設計

範囲・工事範囲は配管及びルートのみ確保が本工事と

し、機器仕様設計は別途になるという解釈で宜しいでし

ょうか。 

工事範囲については、お見込みのとおりです。 

設計範囲については、要求水準書 31ページ 4（2）オ

ｂに記載のとおり、設備スペック表、機器リスト及び仕

様書等の作成までが本業務に含まれます。 

30 31ページ 

4（2）オｃ 

 

引越し計画の作成も設計業務に含まれています。 

大型家具・備品に関してはある程度リストアップは可

能ですが、書類、雑品全てを把握するのは困難だと思わ

れます。 

上記№28 の回答にある家具を転活用する予定ですの

で、その家具等の引越し計画の作成を見込んでくださ

い。 

書類、雑品については、今後、移設や廃棄の方針を検
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大まかな作業量（どこまでが対象となるのか）をお示

し下さい。 

討しますので、本市と協議の上、移設が必要な書類、雑

品についても引越し計画を作成してください。 

 

５ 基本計画図に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 全般 各階平面図に示されている各室の面積は、概ねこの

程度という意味で、例えば±5％程度の面積の増減は

構わない（もしくは基本設計時に再度確認する）と考

えて宜しいですか。 

要求水準書の添付資料３「各室スペック表（建築）」

の面積欄に数値が記載している諸室は最低限の水準で

すので、その面積を減少させることはできません。面

積欄に「適宜」と記載している諸室については、基本

計画図の平面図に記載している面積の増減は可能で

す。 

なお、基本設計時には全ての諸室の面積を再確認し、

調整を行う場合があります。 

2 全般 各階平面図に示されている諸室の中で、機械室、PS、

EPS などに関しては、面積、箇所数等ともにあくまで

も参考と考え、基本設計の中で精査されていくものと

考えて宜しいですか。 

お見込みのとおりです。 

3 A03 表中エントランスホールの壁仕上げでセラミックプ

レートとありますが、どのような材料でしょうか？ 

既成品の大型陶板程度とします。 

4 A09、A10、 

各室スペック表 

トイレの巾木で、基本計画図では床材巻上げ、金物

押さえ、ですが各室スペック表ではＳＵＳ程度、と相

違がありますので、ご指示下さい。 

各室スペック表を正とします。 

5 A22、A23 アルミスパンドレルＡ，Ｂ，アルミパネルＡ、とあ

りますが、凡例がありません。ご指示下さい。 

中程度とします。 

6 E01 3） 既設発電機を改造の上移設とありますが、改造の内

容は同期運転の為の改造のみとし、オーバーホールな

どの保全や点検に該当するものは含まないと考えて宜

お見込みのとおりです。 
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しいでしょうか。 

7 E01 11） テレビ共聴設備は 4K・8K対応は不要と考えて宜しい

でしょうか。 

4K・8K対応として下さい。 

8 E01 18） 公用車における急速充電コンセントは現時点では不

要と考えて宜しいでしょうか。 

要求水準書 18ページ 3.（2）シ.d.駐車場の計画に記

載のとおり、現況の電気自動車用の充電スポット（1台

分・急速充電・料金徴収）を使用する予定ですので、

新庁舎に急速充電コンセントの設置は不要です。 

9 E01、E26～E28 既存発電機を移設し、新設発電機と並列同期運転す

る」旨、記載されておりますが、既設発電機ﾒｰｶｰに問

い合せしたところ、「1.移設時に再利用可能な部材はエ

ンジンのみとなる。2.外箱、発電機及び周辺機器類は

同期がとれる仕様ではないため再利用できず新規取付

となる。3.現地改修は実施できないため工場に持ち帰

り改修となる。4.改修により、認定の再取得が必要と

なる。」旨の回答がありました。既存発電機を利用する

には大部分の改修が発生することになりますが、要求

水準書及び基本設計図通り、既存発電機を移設利用す

ることでよろしいでしょうか。 

お見込みのとおり、原則として既存発電機を移設利

用することで計画してください。 

基本設計時に費用面を考慮して移設の可否等を協議

することとします。 

10 E04 車両通行部分のﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ H.Hが 200KNとなっています

が、11t車等の重量車両の通行が想定されているのでし

ょうか。一般的な車両通行部で使用される 80KNでは耐

荷重不足ということでしょうか。 

除雪車等を考慮し、200KNとしてください。 

11 E04 同様に敷地南側の広場･花壇に設置されるﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ

H.H が 80KN となっていますが、車両等が通行するので

しょうか。植栽や歩行者のみ通行部分の 20KNでは耐荷

重不足ということでしょうか。 

メンテナンス車両等を考慮し、80KNとしてください。 

12 E04 電力・通信の引込みについて、新庁舎の西側道路か 現時点では電力会社と未協議ですので、基本計画図
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ら引込むことは可能でしょうか。 のとおり計画してください。 

詳細は設計段階で協議することとします。 

13 M01 各室のエアバランス用に水熱源ヒートポンプパッケ

ージエアコンによる外気処理空調機と記載があります

が、機器表、系統図に記載がありません。仕様等をご

教示願います。 

1 階の通路に対して 21kw 程度の外気処理エアコンを

設置するとお考えください。 

14 M02、M31、M33 受水槽の材質が SUSと FRPの表現があります。 

どちらが正しいでしょうか。ご教示願います。 

SUS製としてください。 

15 M03 既存井戸の利用とありますが、水質及び利用可能水

量をご教示願います。 

水質については、消雪及び噴水に使用していたため、

水質検査を実施しておらず不明ですが、消雪により舗

装面が変色したということはありません。なお、本事

業で水質の確認が必要なときは、本市にて水質検査を

実施します。 

利用可能水量について正確な量は不明ですが、平成

25 年度まで消雪を行っていたときには、吐出し量 1.6

㎥/分のポンプを 2台使用していました。 

なお、山形県が定める「米沢地域地下水採取適正化

計画」において、井戸ポンプの吐出口の口径は 50mm以

下とされています。 

【参考 URL（米沢地域地下水採取適正化計画）】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kankyoenergy/0

50014/jibanchinka/ceec.pdf 

16 M03 井水設備にて還元井戸を新設すると記載があります

が、還元井戸の設置について可能として計画をして宜

しいでしょうか。 

既設井戸が 2箇所ありますので、1箇所を還元井戸と

考えてください。 

17 M03、M30 既存の井戸を利用し、駐車場を散水消雪しています

が、本事業で発生する撤去工事については別途工事と

本事業の工事エリア（基本計画図 A36 参照）内の撤

去工事費は、本工事に含みます。その他の部分の撤去
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考えて宜しいでしょうか。 工事は、外構工事Ｂとして別発注となります。 

18 M04 補助暖房用ﾎﾞｲﾗｰと記載されておりますが、用途・仕

様についてご指示願います。 

エントランス部床暖房の補助として必要な容量をお

見込みください。 

19 M05～07 各室諸元表の空調の有無に「－」と記載があり、夏

期及び冬期の原単位に数字が記載してある室は有無の

方を優先して「無し」と考えて宜しいでしょうか。 

またトイレはパネルヒーター設置となっており、夏

期及び冬期の原単位に数字が記載してある箇所があり

ますが、原単位は「無し」と考えて宜しいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

20 M11 冷却塔架台の仕様に溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げと記載があ

りますが、他機器・配管・ダクトの屋外架台について

も溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げと考えて宜しいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

21 M12 空調機器表で屋外設置機器は耐塩害仕様となってい

ますが、必要ありますでしょうか。合わせて他の屋外

機器についても耐塩害仕様は必要でしょうか。 

空調機の屋外設置機器は、耐塩害仕様とする必要は

ありません。なお、他の屋外機器も含め、国土交通省

の標準仕様として計画してください。 

22 M12 ユニット型空調機機器表の記事欄に「屋外設置機器

の外装は耐塩仕様とする。」と記載がありますが、他の

機器も共通で該当と考えて宜しいでしょうか。 

№21の回答のとおりです。 

23 M15 HEU-10 は天井ｶｾｯﾄ形となっていますが、風量に見合

う機種がありませんので、要求水準・仕様について再

度ご指示願います。 

天井埋込ダクト型 800m3/h×3 台としてください。 

24 M30、M33 M30・M33 では井戸のシステムが異なります。取水井

１ヶ所と還元井１ヶ所と取水井２ヶ所と還元井１ヶ所

のどちらのシステムを採用とするかご教示ください。 

M30の取水井、還元井各 1ヶ所（既設 2ヶ所の井戸を

利用）のシステムを正としてください。 

25 M31、M36 機器表と配置図でﾊﾞﾙｸﾀﾝｸの容量記載が異なります。

容量・仕様についてご指示願います。 

M31機器表の貯留量を 2,900kg としてください。 

26 M36 既存引込撤去管が既存図と異なります。配管ｻｲｽﾞの 「水道台帳」及び「下水道台帳」のデータを提供し
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ご指示願います。また、市庁舎廻りの給水・排水台帳

等の資料があればご提供願います。 

ますので「８ 電子データによる提供資料（追加）」を

参照してください。 

27 M43 4F 電気室は屋内消火栓での消火活動となっています

が、不活性ガス消火とする必要はないでしょうか。 

200㎡以下のため、不活性ガス消火は不要と考えてい

ます。 

28 空調・衛生 配管材の指定がありません。指定があればご教示願

います。 

配管材の指定はありません。国土交通省仕様に基づ

き適宜選定してください。 

 

６ その他に関する質問 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 米沢市新庁舎建

設基本計画 

19ページ 

第 5章 7（1） 

7.外構・駐車場（１）で、「冬期間でも十分な駐車

台数」とありますが、どのような点に留意が必要でし

ょうか。 

冬期間は機械除雪の押し雪により相当な台数の駐

車場が使用できなくなり、確定申告の時期などは駐車

待ちの車が発生しています。これを解消するため、駐

車台数の確保や堆雪帯の工夫等に留意して計画して

ください。 

2 米沢市新庁舎建

設基本計画 

36ページ 

第 7章 2 

マスタースケジュールの「設計に基づく変更契約の

議決」についてご教示願います。また、スケジュール

に変更が生じた場合、臨時議会の開催等で対応して頂

けるのでしょうか。 

設計業務が完了した時点で当初契約の内容に変更

が生じる場合、変更契約を行うことを予定していま

す。本事業の契約は、議会の議決に付すべき契約に該

当するため、変更契約を行う際にも議決を要します。

現時点で示しているスケジュールは、設計業務に１年

の期間を要することを見込み、平成３１年９月定例会

での変更契約の議決を想定しています。この場合、平

成３１年８月上旬に変更契約に係る仮契約を結ぶ必

要があります。 

設計業務が上記よりも遅れることは基本的に想定

していませんが、設計業務が早く完了する場合などで

スケジュールに変更が生じる場合は、臨時会の開催等

も含め対応を検討しますので、契約後に全体の工程を
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協議することとします。 

3 - 現況測量図のＣＡＤデータを貸与いただけませんで

しょうか。 

質問の「現況測量図」とは「要求水準書 添付資料 02_

敷地測量調査報告書」に係る測量図を指しているもの

として回答します。 

当該ＣＡＤデータを提供しますので「８ 電子デー

タによる提供資料（追加）」を参照してください。 

4 - 敷地測量図の CADデータを公開頂けますでしょうか。 №3の回答に同じ 

5 既存施設竣工図

構造図 

図面番号 202 が欠番しておりますのでありましたら

ご提示ください。 

基礎伏図ではないかと思いますが、解体・除却工事

の参考になりますので。 

指摘の図面が欠落していたため、当該データを提供

しますので「８ 電子データによる提供資料（追加）」

を参照してください。 

 

７ 現地確認の際にあった質疑 

現地確認の際にあった質疑についてはその場で回答し、特に質問書の提出を促しませんでした。その中で参加者全員に対して周知

が必要であると事務局が判断したものについて下記のとおり回答します 

№ 該当箇所 質 問 回 答 

1 要求水準書 

15ページ 

3（2）シ f 

植栽を行う時期は工期の終盤となり、その時期は冬

期間で積雪もあると考えられるが、その時期に植栽を

行うと根付かない恐れがある。それでも、その時期に

植栽を実施すべきか。 

現時点では平成 32年度末までに本事業を完了するこ

ととしてください。基本設計において全体の工程を協

議する中で、必要であれば植栽工事を別発注に切り替

え、平成 33年度に実施することも検討します。 

2 要求水準書 

21ページ 

3（4）ウ 

免震構造について、「大臣認定」を要するか。 「告示」による免震構造とするか、「大臣認定」に

よる免震構造とするかは提案によることとし、採用す

る理由を明記してください。 

ただし、告示免震による申請ルートを提案する場合

もサイト波による解析は行うこととします。 
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８ 電子データによる提供資料（追加） 

次の資料を追加で提供するので、参加表明書に記載の連絡担当者に送付します。なお、追加で提供する資料についても守秘義務を

負うものとしますので、取扱いに注意してください。 

№ 資 料 名 備 考 

1 窓口システム 窓口呼び出し装置 システム図 ４ 要求水準書に関する質問 №25による 

2 窓口システム 窓口呼び出し装置 配線図 ４ 要求水準書に関する質問 №25による 

3 案内情報設備№1 現況図 ４ 要求水準書に関する質問 №25による 

4 案内情報設備№2 現況図 ４ 要求水準書に関する質問 №25による 

5 案内情報設備№3 現況図 ４ 要求水準書に関する質問 №25による 

6 水道台帳 ５ 基本計画図に関する質問 №26による 

7 下水道台帳 ５ 基本計画図に関する質問 №26による 

8 敷地測量調査報告書ＣＡＤデータ 一式 ６ その他に関する質問 №3及び№4による 

9 既存施設竣工図_図面番号 202 ６ その他に関する質問 №5による 

 

９ ホームページ掲載資料の訂正 

  米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル７（１）本市ホームページ掲載資料「カ．契約約款」を次のとおり訂正しましたので、

ご承知おきください。なお、訂正後の箇所に下線を引いています。 

№ 資 料 名 訂正前 訂正後 

1 第 1条第 2項第 4号（追加） （記載なし） 「監理」とは、施工と設計図書との照合及び確

認及び監理に必要な管理又はそれらの一部を

いう。 

2 第 1条第 2項第 8号 （記載なし） 「様式」とは、米沢市建設工事請負契約約款（平

成 13年米沢市告示第 35号）に定める様式をい

う。 

3 第 12条の 2 (管理技術者) 

第 12 条の 2 受注者は、設計の技術上の管理及

(設計管理技術者) 

第 12条の 2 受注者は、設計の技術上の管理及
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び統括を行う管理技術者を定め、その氏名その

他必要な事項を管理技術者指定(変更)通知書

(米沢市建築設計業務委託契約約款様式第 6号)

及び管理技術者経歴書(米沢市建築設計業務委

託契約約款様式第 7号)により発注者に通知し

なければならない。管理技術者を変更したとき

も、同様とする。 

2 管理技術者は、設計受託者に所属する者と

しなければならない。 

び統括を行う設計管理技術者を定め、その氏名

その他必要な事項を管理技術者指定(変更)通

知書(米沢市建築設計業務委託契約約款様式第

6号)及び管理技術者経歴書(米沢市建築設計業

務委託契約約款様式第 7号)により発注者に通

知しなければならない。設計管理技術者を変更

したときも、同様とする。 

2 設計管理技術者は、設計受託者に所属する

者としなければならない。 

4 第 12条の 4（追加） （記載なし） (統括代理人) 

第 12条の 4 受注者は、設計・施工・監理を統

括する統括代理人を定め、その氏名その他必要

な事項を統括代理人指定(変更)通知書(本契約

約款様式第 1号)及び統括代理人経歴書(本契約

約款様式第 2号)により発注者に通知しなけれ

ばならない。統括代理人を変更したときも、同

様とする。 

2 統括代理人は、第 12 条の２に規定する設

計管理技術者、第 12条に規定する現場代理人

及び監理技術者等及び第 12条の 5で規定する

監理業務管理技術者を統括し、設計業務、施工

業務及び監理業務に関し、相互調整を行うもの

とする。 

3 統括代理人は、第 12条第 1項第 1号に規定

する現場代理人と兼ねることができる。 

5 第 12条の 5（追加） （記載なし） (監理業務管理技術者) 

第 12条の 5 受注者は、監理業務の技術上の管



 

19/20 

理を行う監理業務管理技術者を定め、その氏名

その他必要な事項を管理技術者指定(変更)通

知書(米沢市建築工事監理業務委託契約約款様

式第 6号)及び管理技術者経歴書(米沢市建築工

事監理業務委託契約約款様式第 7号)により発

注者に通知しなければならない。監理業務管理

技術者を変更したときも、同様とする。 

2 監理業務管理技術者は、第 12条に規定する

現場代理人及び主任技術者等、第 12条の 2に

規定する設計管理技術者及び第 12条の 4に規

定する統括代理人と兼ねることができない。 

6 第 14条第 1項（訂正） 発注者は、現場代理人、管理技術者、照査技

術者又は受注者から設計業務を委任され若し

くは請負った者がその職務(管理技術者、主任

技術者又は専門技術者と兼任する現場代理人

にあってはそれらの者の職務を含む。)の執行

につき著しく不適当と認められるときは、受注

者に対して、その理由を明示した書面により、

必要な措置を執るべきことを請求することが

できる。 

発注者は、現場代理人、設計管理技術者、照

査技術者、統括代理人、監理業務管理技術者又

は受注者から設計業務を委任され若しくは請

負った者がその職務(管理技術者、主任技術者

又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっ

てはそれらの者の職務を含む。)の執行につき

著しく不適当と認められるときは、受注者に対

して、その理由を明示した書面により、必要な

措置を執るべきことを請求することができる。 

7 第 48条の 2第 1項（追加） （記載なし） （技術提案書不履行に関する措置等） 

第48条の 2 受注者の責めに帰すべき事由によ

り技術提案書に記載した内容を履行できなか

った場合、又は工事が完成する前にあっても履

行できないと認められた場合は、違約金を発注

者の指定する期間内に支払わなければならな

い。ただし、発注者は、提案内容と異なる方法
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で同等の機能・品質を達成できると認められる

場合は、違約金を減額又は免除することができ

る。 

8 第 48条の 2第 2項（追加） （記載なし） 2 前項の違約金の額は、履行できないことに

より減少する技術審査評価点数（受注者と発注

者で協議により定める）に１点相当額（本プロ

ポーザル提案上限価格の１０分の２を２０点

で除した額（税抜き額））を乗じて算出するも

のとする。 

9 様式第 1号（第 12条の 4関係） （記載なし） 統括代理人指定(変更)通知書の様式が無か

ったため、作成しました。 

10 様式第 2号（第 12条の 4関係） （記載なし） 統括代理人経歴書の様式が無かったため、作

成しました。 

 


